
Japan Advanced Institute of Science and Technology

JAIST Repository
https://dspace.jaist.ac.jp/

Title
技術戦略立案のためのライフスタイルハザードマップ

の研究

Author(s) 増田, 拓也; 古川, 柳蔵; 石田, 秀輝

Citation 年次学術大会講演要旨集, 24: 180-183

Issue Date 2009-10-24

Type Conference Paper

Text version publisher

URL http://hdl.handle.net/10119/8606

Rights

本著作物は研究・技術計画学会の許可のもとに掲載す

るものです。This material is posted here with

permission of the Japan Society for Science

Policy and Research Management.

Description 一般講演要旨



１Ｅ０３ 

技術戦略立案のためのライフスタイルハザードマップの研究 

 

 
○増田拓也（花王株式会社）, 古川柳蔵, 石田秀輝（東北大学大学院） 

 

 

 

１．はじめに 

厳しい環境制約が顕著にみられると予想され

る 2030 年頃にはエネルギー価格の上昇、資源枯

渇などにより我々の生活を便利にする製品の開

発や使用が困難となり現在のライフスタイル（物

やサービスを利用した生活様式)を維持すること

ができなくなる可能性は高い 1)。そのような状況

下になった場合、生活者は優先度の低いライフス

タイルを切り捨てることが予想され、将来まで維

持できないライフスタイルが多く存在すると思

われる。 

一方、持続可能な社会を目指すため社会デザイ

ン、事業設計、研究開発において新しいデザイン

手法や将来予測手法の研究が多数行われてきた。

代表的なものとしては、技術ロードマップ 2)やサ

ステナブルデザイン 3),4),5)などが挙げられる。し

かし、これらの研究において描かれている技術や

ライフスタイルには、生活者が環境制約下におい

て必要とする物の優先順位は考慮されていない。   

このような環境制約下における国や企業の技

術戦略立案においては、維持できない可能性の高

いライフスタイルの危険度を定量的に把握し、効

率的に技術開発を実施することが重要である。そ

こで、本研究では、維持できない恐れのあるライ

フスタイルを把握することができるライフスタ

イルハザードマップと呼ぶ指標を作成すること

とし、ライフスタイルハザードマップ作成のため

の基礎データを収集した。また、2030 年における

環境制約下においても手放すことができない物

（捨てられない物）の優先度やその特徴について

分析した。 

 

２．方法 

 ライフスタイルハザードマップは、物の「優先

度」と「環境負荷」を軸としてデータをプロット

し、定量的に需要側と供給側の両面から将来失わ

れる危険度の高い物を抽出するツールである。 

ライフスタイルハザートマップに必要な物の

優先度をアンケートの結果を用いて作成した。  

２．１．アンケート調査方法 

まず、アンケートでは表１に示す現在の家庭で

よく利用されている 38 種類の物の優先度を調査

することにした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、アンケートの設問では表１に示した物に

関して、「現在の利用頻度」および収入半減の条

件下での「利用頻度及び質・グレード・サイズを

どれだけ下げることができるか」、「捨てられない

表１ 家庭で利用している物 
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物は何か」について尋ね（表２）、捨てられない

物の優先度およびその特徴について分析した。尚、

将来、様々な環境制約が想定されているが、回答

者全員が想像しやすく、過酷な状況において本当

に必要としている物を抽出するために今回のア

ンケートでは「年収半減」を環境制約として想定

した。また、「捨てられない物は何か」の設問に

おける選択数は事前アンケートにより１０個が

妥当であると決定した。５個では一部の物に集中

し、１５個ではそれぞれの物で差が明確でなくな

ったためである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．２．環境負荷データ 

環境負荷データとしては、同手法で数多くのデ

ータが存在する出典を用いることが望ましい。そ

こで、既存のＬＣＩデータ（12 品）を引用して生

産および使用時の年間ＣＯ２排出量を算出した。

本研究では主なデータとして産業技術総合研究

所が算出したデータ 6)を引用し、石鹸・ボディー

ソープおよびシャンプーに関しては洗浄料メー

カー（花王）によって算出された生産時ＣＯ２排

出量データを用い、これらの洗浄料の濯ぎに用い

るお湯の水およびガスに関してはそれぞれ東京

ガス 7)および環境省 8)のデータを参考にした（表

３）。 

 

３．結果と考察 

３．１．捨てられない物の特徴 

 アンケートデータを分析した結果、捨てられな

い物の優先度（利用している人の中で選んだ人の

割合）の順列が明らかとなった（図１）。優先度

の高い物の上位にはトイレットペーパー

（69.9％）、冷凍冷蔵庫（67.3%）、パソコン（66.9%）、 

洗濯機（60.1%）、石鹸・ボディーソープ（57.8%）

が挙がった。それぞれの物に関して捨てられない

物に選んだ人の現在の利用頻度に関する内訳を 

 

 

表２ アンケートの設問内容と条件 

表３ 生産および使用時の年間ＣＯ２排出量 

*1 洗浄料 6g 使用 

*2 シャワー使用条件：温度 40℃（ガス）、湯量 12L 使用 

*3 自家用車の年間ＣＯ２排出量は、ガソリンの消費より算出  
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見ると、ほとんどの物に関して週５回以上利用し

ている人（毎日利用＋週５，６回利用）が多く（平

均約 80%）を占めており、捨てられない物として

選択しているのは、利用頻度の高い人であること

がわかった（図１）。これより、捨てられない物

とは習慣的に利用している物が選ばれる可能性

が高く、利用頻度は捨てられない物を決定する重

要な因子であることが明らかとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方、厳しい環境制約下において物の利用頻度

および質・グレード・サイズをどれだけ我慢する

ことができるのかについて分析した。利用頻度お

よび質・グレード・サイズについて大きく下げる

ことができる人の割合をプロットした結果、利用

頻度と質・グレード・サイズを比べて、「利用頻

度が重視されている物」と「質・グレード・サイ

ズが重視されている物」に分かれて分布している。

そして、その中でも「利用頻度が重視されている

物」に優先度の高い物が多いことが判明した（図

２）。このことから、生活者の性質として物の質・

グレード･サイズは下げることができるが、日々

の暮し方（利用頻度）は変えたくないという傾向

にあることが示唆された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．２．ライフスタイルハザードマップ 

 アンケートにより調査した捨てられない物の

優先度を横軸に、環境負荷データとして算出した

物の生産および使用時の年間ＣＯ２排出量を縦軸

にとり、それぞれの物のデータをプロットし、ラ

イフスタイルハザードマップを作成した（図３）。

本ライフスタイルハザードマップにより、需要側

および供給側の技術レベルを加味した国が環境

技術開発を進めるべき領域の特定が可能となる。 

ＣО２排出量から判断したライフスタイルハザ

ードマップを分析したところ、環境制約の影響を

受ける将来において競争力を失う危険度の高い

物は衣類乾燥機と食器洗浄機であった。 

一方、重点的に環境対策が必要な物としては自

家用車、冷暖房機器、冷凍冷蔵庫、洗濯機、パソ

図１ 捨てられない物の優先度と現在の利

用頻度の内訳 

図２ 利用頻度および質･ｸﾞﾚｰﾄﾞ･ｻｲｽﾞを大きく

下げることができる人の割合の分布図 
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コンが挙げられた。これらの物に関係する企業で

は環境対策を急速に進める必要がある。 

環境負荷の軸については本研究では製品の生

産及び使用段階のＣО２排出量を用いたが、資源

に関する指標を用いることで多面的に環境技術

戦略や政策を立案するツールとして有効である

と考えられる。 
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図３ ライフスタイルハザードマップ 

－183－




